
福岡市木造戸建住宅耐震建替費補助要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、耐震診断の結果「倒壊する可能性が高い」と判定された木造戸建住宅

の建替を実施するにあたり、これに要する費用の一部を補助することにより、その実施の

促進をもって震災に強いまちづくりを目指すことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)耐震診断 

  一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」の基準に基

づき、建築物の地震に対する安全性を評価することをいう。  

 (2)木造戸建住宅 

   在来軸組構法、伝統的構法及び枠組み壁工法（ツーバイフォー構法）で建築された木

造戸建住宅（店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が建築物全

体の床面積の２分の１未満のもの）を含む。）をいう。 

(3)建替   

   既存の住宅１棟すべてを解体し、当該地において新築工事を行うことをいう。 

 (4)施行者 

既存の木造戸建住宅の所有者又は居住する者、その他市長が必要と認める者で、建替

工事を行うものをいう。 

 (5)居住している住宅 

   既存の住宅に施行者が１年以上居住している実績があり、市長が認めるもの。 

  

 （地域要件） 

第３条 当該事業は、市域内において行うものとする。 

 

 （補助対象者） 

第４条 補助対象者は、第２条第４号に規定する施行者であって、次の各号に掲げる要件を

全て満たす者とし、公募により募集とする。 

 (1)当該住宅について、この要綱に基づく補助金（以下「補助金」という。）の交付を過去

に受けたことがないこと。 

 (2)本市の市税を滞納していないこと。 

 ２ 前項第１号に該当する者については、前項の規定にかかわらず、市長は、施行者に特

にやむを得ない事情があると認めるときは、当該施行者を補助対象者とすることができる。 

   

（暴力団の排除） 

第５条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成22年福岡市条例第30号。次項において「暴

排条例」という。）第6条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交付し

ないものとする。 

 (1)暴排条例第2条第 2号に規定する暴力団員 

 (2)法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

 (3)暴排条例第6条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は補



助対象者に対し当該申請者又は当該補助対象者（法人であるときは、その役員）の氏名（フ

リガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

（補助金の交付） 

第６条 市長は、施行者に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することができる。 

 

（補助対象住宅） 

第７条 補助金の交付の対象となる木造戸建住宅は、次に掲げる要件を全て満たすものとす

る。 

(1) 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て建築又は工事に着手した住宅（昭和５６

年６月１日以降に増築等を行ったものを含む。）であって、地階を除く階数が２以下の

もの 

(2) 耐震診断の結果が「倒壊する可能性が高い（上部構造評点０.７未満）」のもの 

(3) 新築を行う住宅が「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（改正含む）」

に規定する基準を満たすこと。 

(4) 建替を行う住宅が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（改正含む）」に規定する「土砂災害特別警戒区域」内に存しないこと。 

 

（交付の対象とする費用） 

第８条 補助金の交付の対象となる費用は、建替工事（以下「補助事業」という。）に要す

る費用とする。   

 

（補助金の額） 

第９条 補助金の交付の額は１戸につき２００，０００円を基礎額とし、建替を行う既存の木

造戸建住宅が居住している住宅の場合は次に定める額の内、いずれか低い額を加算できる

ものとする。 

①既存建築物の解体工事に要する経費の23％に相当する額 

（1,000 円未満の端数がある場合は切り捨てとする。） 

②延べ面積に34,100 円/㎡を乗じて得た額の23％に相当する額 

（1,000 円未満の端数がある場合は切り捨てとする。） 

③30万円 

 

（建替工事の内容の協議） 

第 10条 補助金の交付を受けようとする施行者は、建替工事の実施に関する契約を締結する

前に、建替工事について市長と必要な協議を行い、その内容について助言を受けなければ

ならない。  

 

（補助金の交付の申請） 

第 11条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助金交付申請書（様式第１号）に関係

書類を添えて市長に補助金の交付の申請をしなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第 12条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の内容を

審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、施行者

に通知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により交付決定する場合において必要があるときは、現地確認を

実施し、又は補助金の交付について条件を付すことができる。 

４ 施行者は、補助金の交付決定の通知を受けたのち、建替工事（解体工事含む）に着手 



 しなければならない。 

 

（補助金交付申請の取下げ） 

第 13条 施行者は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により補助

事業を中止し、又は廃止する場合においては、速やかに補助金交付申請取下届（様式第４

号）により市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による補助金交付申請取下届の提出があったときは、市長は、当該補助金の

交付の決定を取り消すものとする。 

 

（補助事業の内容の変更） 

第 14条 施行者は、第12条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により

補助事業の内容を変更するときは、速やかに補助金交付変更申請書（様式第５号）により

市長に申請しなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（補助事業の遂行） 

第 15条 施行者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、適切に補助事

業を行わなければならない。 

 

（実績報告） 

第 16条 施行者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書（様式第６号）及

び関係書類を添えて市長に報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 17条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかど

うかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額

確定通知書（様式第７号）により当該施行者に通知しなければならない。 

２ 市長は、前条の規定による補助金の額の確定を行うために必要と認める場合においては、

現地確認を実施することができる。 

３ 市長は、当該建替工事が適切に行われていないと認める場合には、当該建替工事が適切

に行われるよう施行者に指導するものとする。この場合において、施行者が指導に従わな

い場合は、補助金交付決定を取り消すことができる。 

 

（補助金の請求） 

第 18条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた施行者は、福岡市会計規則（昭和

39年福岡市規則第20号）による請求書を市長に提出し、補助金交付の請求をするものと

する。 

 

（補助金の交付） 

第 19条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第 20条 市長は、施行者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第17条の補助金の額の確定通知を行った後においても同様とする。 



３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交付決

定取消通知書（様式第８号）により施行者に対し通知しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 21条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に関

し、すでに補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第９号）により期限

を定めてその返還を命じることができる。 

 

（その他） 

第 22条 補助金の交付に関し必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、福岡市補助金交

付規則（昭和44年福岡市規則第35号）の定めるところによる。 

 

 

（委任） 

第 23条 この要綱の施行について必要な事項は、住宅都市局長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年１２月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 



（期間） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



福岡市木造戸建住宅耐震改修工事費補助要綱 
                                   

（目的） 

第１条 この要綱は、木造戸建住宅の耐震改修工事又は耐震シェルター等の購入及び設置を

実施するにあたり、これに要する費用の一部を補助することにより、その実施の促進をも

って震災に強いまちづくりを目指すことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)耐震診断 

  一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」の一般診断

法又は精密診断法の基準に基づき、建築物の地震に対する安全性を評価することをいう。 

(2)耐震改修工事 

耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満のものを建物全体が１．０以上に又は１

階部分が１．０以上になるよう補強する工事及びこれに伴う耐震設計（工事監理を含

む。）をいう。 

 (3)耐震シェルター等 

地震による住宅の倒壊から生命を守るための装置で、国、地方公共団体等により一定

の評価を受けた耐震シェルター及び防災ベッド、その他市長が認めるものをいう。 

(4)木造戸建住宅 

   在来軸組構法、伝統的構法及び枠組み壁工法（ツーバイフォー構法）で建築された木

造戸建住宅（店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が建築物全

体の床面積の２分の１未満のもの）を含む。）をいう。 

(5)高齢者等 

次のいずれかに該当するものをいう。 

ア ６５歳以上の者 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身

体障害者手帳の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５

条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

エ 「療育手帳制度について」（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事

務次官通知）及び福岡県療育手帳交付要綱により療育手帳の交付を受けている者 

オ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９号第１項の規定による要介護認定

を受けている者 

 (6)施行者 

当該住宅の所有者その他市長が必要と認める者で、耐震改修工事又は耐震シェルター

等の購入及び設置を行うものをいう。 

 

 （地域要件） 

第３条 当該事業は、市域内において行うものとする。 

 

 （補助対象者） 

第４条 補助対象者は、第２条第６号に規定する施行者であって、次の各号に掲げる要件を

全て満たす者とし、公募により募集する。 

 (1)当該住宅について，この要綱及び平成２６年３月３１日に廃止した福岡市住宅耐震改修

工事費補助要綱に基づく補助金（以下「補助金」という。）の交付を過去に受けたこと



がないこと。 

 (2)本市の市税を滞納していないこと。 

２ 前項第１号に該当する者については、前項の規定にかかわらず、市長は、施行者に特に

やむを得ない事情があると認めるときは、当該施行者を補助対象者とすることができる。 

 

（暴力団の排除） 

第５条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成22年福岡市条例第30号。次項において「暴

排条例」という。）第6条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交付し

ないものとする。 

 (1)暴排条例第2条第 2号に規定する暴力団員 

 (2)法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

 (3)暴排条例第6条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は補

助対象者に対し当該申請者又は当該補助対象者（法人であるときは、その役員）の氏名（フ

リガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

（補助金の交付） 

第６条 市長は、施行者に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することができる。 

 

（補助対象住宅） 

第７条 補助金の交付の対象となる木造戸建住宅は、昭和５６年５月３１日以前に建築確認

を得て建築又は工事に着手した住宅（昭和５６年６月１日以降に増築等を行ったものを含

む。）であって、地階を除く階数が２以下のものとする。耐震シェルター等の購入及び設

置については、高齢者等が居住していること。 

 

（交付の対象とする費用） 

第８条 補助金の交付の対象となる費用は、耐震改修工事に要する費用のうち補助対象住宅

の住宅の用に供する部分の耐震改修工事又は耐震シェルター等の購入及び設置（以下「補

助事業」という。）に要する費用（耐震改修工事については、住宅の用に供する部分の面

積が１７５平方メートルを超える場合において１７５平方メートル相当額）とする。 

 

（補助金の額） 

第９条 補助事業に対する助成額は、別表第１により算出した額で、１，０００円未満の端

数を切り捨てた額とする。 

 

（補助事業の内容の協議） 

第 10条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助事業の実施に関する契約を締結する

前に、補助事業について市長と必要な協議を行い、その内容について助言を受けなければ

ならない。 

 

（補助金の交付の申請） 

第 11条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助金交付申請書（様式第１号）に関係

書類を添えて市長に補助金の交付の申請をしなければならない。 



 

（補助金の交付決定） 

第 12条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の内容を

審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、施行者

に通知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により交付決定する場合において必要があるときは、補助金の交

付について条件を付すことができる。 

４ 施行者は、補助金の交付決定の通知を受けたのち、補助事業に着手しなければならない。 

 

（補助金交付申請の取下げ） 

第 13条 施行者は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により補助

事業を中止し、又は廃止する場合においては、速やかに補助金交付申請取下届（様式第４

号）により市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による補助金交付申請取下届の提出があったときは、市長は，当該補助金の

交付の決定を取り消すものとする。 

 

（補助事業の内容の変更） 

第 14条 施行者は、第12条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により

補助事業の内容を変更するとき（交付決定金額の変更を伴うものに限る。）は、速やかに

補助金交付変更申請書（様式第５号）により市長に申請しなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（補助事業の遂行） 

第 15条 施行者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、適切に補助事

業を行わなければならない。 

 

 （中間検査） 

第 16条 市長は、必要と認める場合においては工程を指定し、中間検査を実施することがで

きる。 

２ 市長は、当該耐震改修工事が適切に行われていないと認める場合には、当該耐震改修工

事が適切に行われるよう施行者に指導するものとする。この場合において、施行者が指導

に従わない場合は、補助金交付決定を取り消すことができる。 

 

（実績報告） 

第 17条 施行者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書（様式第６号）及

び関係書類を添えて市長に報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 18条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかど

うかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額

確定通知書（様式第７号）により当該施行者に通知しなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第 19条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた施行者は、福岡市会計規則（昭和



39 年福岡市規則第20号）による請求書を市長に提出し、補助金交付の請求をするものと

する。 

 

（補助金の交付） 

第 20条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第 21条 市長は、施行者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第18条の補助金の額の確定通知を行った後においても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交付決

定取消通知書（様式第８号）により施行者に対し通知しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 22条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に関

し、すでに補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第９号）により期限

を定めてその返還を命じることができる。 

 

（その他） 

第 23条 補助金の交付に関し必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、福岡市補助金交

付規則（昭和44年福岡市規則第35号）の定めるところによる。 

 

（委任） 

第 24条 この要綱の施行について必要な事項は、住宅都市局長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 



（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

別表第１（第９条関係） 

補助区分 補助金の交付額 

一 耐震改修工事 耐震改修工事に要する経費の４６％に相当する額と延べ面積

に３４，１００円を乗じて得た額の４６％に相当する額のどち

らか低い額の範囲内とする。ただし、９０万円を上限とする。 

二 耐震シェルター

等設置 

耐震シェルター等の購入及び設置に要する経費の４０％の範

囲内の額とする。ただし、２５万円を上限とする。 

 



福岡市共同住宅耐震診断費補助要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、共同住宅の所有者が当該共同住宅の耐震診断を実施するにあたり、

これに要する費用の一部を補助することにより、その実施の促進をもって震災に強いま

ちづくりを目指すことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1)耐震診断 

ア 本診断 

次号の耐震診断の基準により、建築物の地震に対する安全性を評価すること並

びに構造設計の別計算による安全性の検証を行うことをいう。 

イ 予備診断 

  本診断の前に、必要に応じ、建築物の地震に対する安全性を簡易的に評価する

こと及びそれを実施するための予備的な調査を行うことをいう。 

(2)耐震診断の基準 

  建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号）第４条第１項の規

定に基づく建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１

８年国土交通省告示第 184 号。以下「方針」という。）のうち、次のいずれかの基準

とする。 

ア 方針別添第１第二号に規定する基準 

イ 方針別添第１の各号列記以外の部分のただし書の規定に基づく、一般財団法人

日本建築防災協会による「既存鉄骨造建築物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コン

クリート造建築物の耐震診断基準」（ただし、第１次診断を除く。）、「既存鉄

骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」（ただし、第１次診断を除く。）

又は「既存壁式プレキャスト鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断指針」 

  (3)共同住宅 

人の居住の用に供する耐火建築物又は準耐火建築物であって、一戸建て又は長屋以

外の住宅（店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が建築物全

体の床面積の２分の１未満のもの）を含む。）をいう。 

 (4)施行者 

当該共同住宅の所有者（区分所有の共同住宅にあっては、建物の区分所有等に関す

る法律（昭和 37 年法律第 69 号）第３条若しくは同法第 65 条に規定する団体又は同法

第 47 条第１項（同法第 66 条において準用する場合を含む。）に規定する法人をいう。）

で，建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）の規定による建築士事務所と契約し耐震診断

を行うものをいう。 

 

 （補助対象者） 

第３条 補助対象者は、第２条第４号に規定する施行者であって、次の各号に掲げる要件

を全て満たす者とし、公募により募集する。 

 (1)当該住宅について、この要綱に基づく補助金（以下「補助金」という。）の交付を過

去に受けたことがないこと。 

 (2)予備診断については、「福岡市共同住宅耐震予備診断事業」（平成 18 年８月１日開

始，平成 23 年３月 31 日終了）を過去に利用したことがないこと。 

 (3)本市の市税を滞納していないこと。 

 



２ 前項第１号又は第２号に該当する者については、前項の規定にかかわらず、市長は，

施行者に特にやむを得ない事情があると認めるときは、当該施行者を補助対象者とする

ことができる。 

 

（暴力団の排除） 

第４条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号。次項において「暴

排条例」という。）第 6条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとす

る。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交

付しないものとする。 

 (1)暴排条例第 2条第 2号に規定する暴力団員 

 (2)法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

 (3)暴排条例第 6条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は

補助対象者に対し当該申請者又は当該補助対象者（法人であるときは，その役員）の氏

名（フリガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができ

る。 

 

（補助金の交付） 

第５条 市長は、施行者に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することができ

る。 

２ 補助金の交付は、本診断及び予備診断それぞれ１回限りとする。 

 

（補助対象） 

第６条 補助金の交付の対象は、次のいずれかに掲げるものとする。 

(1)旧耐震基準共同住宅 

昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て建築又は工事に着手した、階数が３以

上（予備診断の場合は、３以上５以下）、延べ面積が１，０００平方メートル以上の

もので，原則として当該建物について建築確認を得た当時の建築基準法（昭和 25 年法

律第 201 号）及び関係法令の規定に適合しているもの 

 (2)次のア、イ、ウを全て満たす新耐震基準共同住宅（分譲に限る。）。ただし、予備診

断については、補助金の交付の対象外とする。 

  ア 昭和５６年６月１日以降平成１９年６月１９日以前に建築確認を得て建築又は工

事に着手した、階数が３以上、延べ面積が５００平方メートル以上のもの 

  イ 構造計算の再計算の結果、構造耐力が充足していないことが判明したもの 

  ウ 当該建物の売主及び建築主が、倒産等の理由により法令上又は契約上の責任を果

たすことができないものとして市長が認めるもの 

２ 交付の対象とする費用 

補助金の交付の対象となる費用は、耐震診断に要する費用のうち補助対象共同住宅

の住宅の用に供する部分の耐震診断（以下「補助事業」という。）に要する費用とす

る。 

 

 

 

 



（補助金の額） 

第７条 補助金の交付の額は、補助事業に要する費用の相当額（次に定める額を限度とす

る。）に３分の２を乗じて得た額の１，０００円未満を切り捨てた額以内とする。ただ

し，予備診断の場合は、３５０，０００円を限度とする。 

 イ 面積１，０００㎡以内の部分は３，６７０円/㎡以内 

 ロ 面積１，０００㎡を超えて２，０００㎡以内の部分は１，５７０円/㎡以内 

 ハ 面積２，０００㎡を超える部分は１，０５０円/㎡以内 

 

（耐震診断の内容の協議） 

第８条 補助金の交付を受けようとする施行者は、耐震診断の実施に関する契約を締結す

る前に、耐震診断について市長と必要な協議を行い、その内容について助言を受けなけ

ればならない。 

 

（補助金の交付の申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助金交付申請書（様式第１号）及び

関係書類を添えて市長に補助金の交付の申請をしなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第 10 条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の内容

を審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、施行

者に通知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の交付決定をする場合において必要があるときは、補助金の交付につ

いて条件を付すことができる。 

４ 施行者は、補助金の交付決定の通知を受けたのち、耐震診断に着手しなければならな

い。 

 

（補助金交付申請の取下げ） 

第 11 条 施行者は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により補

助事業を中止し、又は廃止する場合においては、速やかに補助金交付申請取下届（様式

第４号）により市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による補助金交付申請取下届の提出があったときは、当該補助金の交付の

決定を取り消すものとする。 

 

（補助事業の内容の変更） 

第 12 条 施行者は、第 10 条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情によ

り補助事業の内容を変更するときは、速やかに補助金交付変更申請書（様式第５号）に

より市長に申請しなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（補助事業の遂行） 

第 13 条 施行者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、適切に補助

事業を行わなければならない。 

 

（実績報告） 

第 14 条 施行者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書（様式第６号）

及び関係書類を添えて市長に報告しなければならない。 



 

（補助金の額の確定） 

第 15 条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるか

どうかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助

金の額の確定通知書（様式第７号）により当該施行者に通知しなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第 16 条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた施行者は、福岡市会計規則（昭

和 39 年福岡市規則第 20 号）による請求書を市長に提出し、補助金交付の請求をするも

のとする。 

 

（補助金の交付） 

第 17 条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第 18 条 市長は、施行者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前条の規定は、第 15 条の補助金の額の確定通知を行った後においても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交付

決定取消通知書（様式第８号）により施行者に対し通知しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 19 条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に

関し、すでに補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第９号）により

期限を定めてその返還を命じることができる。 

 

（その他） 

第 20 条 補助金の交付に関し必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、福岡市補助金

交付規則（昭和 44 年福岡市規則第 35 号）の定めるところによる。 

 

（委任） 

第 21 条 この要綱の施行について必要な事項は、住宅都市局長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年１１月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年６月１５日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年１２月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につ

いては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につ

いては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につ

いては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



福岡市共同住宅耐震改修工事費補助要綱 
                                   

（目的） 

第１条 この要綱は、共同住宅の耐震改修を実施するにあたり、これに要する費用の一部を

補助することにより、その実施の促進をもって震災に強いまちづくりを目指すことを目的

とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)耐震診断 

  建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年国土交

通省告示第１８４号。以下「基本方針」という。）の別添（建築物の耐震診断及び耐震

改修の実施について技術上の指針となるべき事項）第１「建築物の耐震診断の指針」に

規定する方法により、地震に対する建築物の安全性を評価することをいう。 

(2)耐震改修工事 

基本方針の別添第２「建築物の耐震改修の指針」に示す方法により、地震に対して安

全な構造となることを目的として実施する補強工事をいう。 

 (3)共同住宅 

人の居住の用に供する耐火建築物又は準耐火建築物であって、一戸建て又は長屋以外

の住宅（店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が建築物全体の

床面積の２分の１未満のもの）を含む。）をいう。 

(4)施行者 

当該住宅の所有者（区分所有の共同住宅にあっては、建物の区分所有等に関する法律

（昭和37年法律第69号）第３条若しくは同法第65条に規定する団体又は同法第47条

第１項（同法第66条において準用する場合を含む。）に規定する法人をいう。）その

他市長が必要と認める者で、耐震改修工事を行うものをいう。 

(5) 段階的改修 

２の工事に分けて行う耐震改修工事であって、第１回目の工事としてピロティ階（主

に柱により構成されている階で、当該階の耐力壁等の量が直上階又は直下階と比べて著

しく少ないもの。以下同じ。）の耐震改修工事を行い、当該ピロティ階の工事の完了後

において、次に掲げる全ての要件を満たし、かつ、第２回目の工事の完了後において、

基本方針に基づき地震に対して安全な構造となるものをいう。 

ア ピロティ階において、基本方針に基づき地震に対して安全な構造となること。 

イ ピロティ階以外の階において、基本方針に基づき評価する地震に対する安全性が従

前と比べて低下しないこと。 

 

 （地域要件） 

第３条 当該事業は、市域内において行うものとする。 

 

 （補助対象者） 

第４条 補助対象者は、第２条第４号に規定する施行者であって、次の各号に掲げる要件を

全て満たす者とし、公募により募集する。 

 (1)当該住宅について、この要綱及び平成２６年３月３１日に廃止した福岡市住宅耐震改修

工事費補助要綱に基づく補助金（以下「補助金」という。）の交付を過去に受けたこと

がないこと。ただし、段階的改修の第１回目の耐震改修工事に伴う補助金の交付は除く。 

 (2)本市の市税を滞納していないこと。 



２ 前項第１号に該当する者については、前項の規定にかかわらず、市長は、施行者に特に

やむを得ない事情があると認めるときは、当該施行者を補助対象者とすることができる。 

 

（暴力団の排除） 

第５条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成22年福岡市条例第30号。次項において「暴

排条例」という。）第6条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交付し

ないものとする。 

 (1)暴排条例第2条第 2号に規定する暴力団員 

 (2)法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

 (3)暴排条例第6条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は補

助対象者に対し当該申請者又は当該補助対象者（法人であるときは、その役員）の氏名（フ

リガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

（補助金の交付） 

第６条 市長は、施行者に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することができる。 

 

（補助対象住宅） 

第７条 補助金の交付の対象となる旧耐震基準共同住宅は、次の各号に掲げる要件を全て満

たすものとする。 

(1)建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第１７条の規定に基

づく建築物の耐震改修の計画の認定を受けたもの又は建築基準法（昭和25年法律第201

号）第８６条の８の全体計画認定を受けたもの 

(2)昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て建築又は工事に着手した住宅であって、

地階を除く階数が３以上であり、かつ、延べ面積が１，０００平方メートル以上のもの 

２ 補助金の交付の対象となる新耐震基準共同住宅（分譲に限る。）は、次の各号に掲げる

要件を全て満たすものとする。 

 (1)耐震診断の結果、構造耐力が充足していないことが判明したもの 

 (2)当該建物の売主及び建築主が、倒産等の理由により法令上又は契約上の責任を果たすこ

とができないものとして市長が認めるもの 

(3)昭和５６年６月１日以降平成１９年６月１９日以前に建築確認を得て建築又は工事に

着手した住宅であって、階数が３以上であり、かつ、延べ面積が５００平方メートル以

上のもの 

 

（交付の対象とする費用） 

第８条 補助金の交付の対象となる費用は、耐震改修工事に要する費用のうち補助対象住宅

の住宅の用に供する部分の耐震改修工事（以下「補助事業」という。）に要する費用とす

る。 

 

 （補助金の額） 

第９条 補助事業に対する助成額は、別表第１により算出した額で、１，０００円未満の端

数を切り捨てた額とする。 

 

 



（耐震改修工事の内容の協議） 

第 10条 補助金の交付を受けようとする施行者は，耐震改修工事の実施に関する契約を締結

する前に、耐震改修工事について市長と必要な協議を行い、その内容について助言を受け

なければならない。 

 

（補助金の交付の申請） 

第 11条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助金交付申請書（様式第１号）に関係

書類を添えて市長に補助金の交付の申請をしなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第 12条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の内容を

審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、施行者

に通知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により交付決定する場合において必要があるときは、補助金の交

付について条件を付すことができる。 

４ 施行者は、補助金の交付決定の通知を受けたのち、耐震改修工事に着手しなければなら

ない。 

 

（補助金交付申請の取下げ） 

第 13条 施行者は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により補助

事業を中止し、又は廃止する場合においては、速やかに補助金交付申請取下届（様式第４

号）により市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による補助金交付申請取下届の提出があったときは、市長は，当該補助金の

交付の決定を取り消すものとする。 

 

（補助事業の内容の変更） 

第 14条 施行者は、第12条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により

補助事業の内容を変更するときは、速やかに補助金交付変更申請書（様式第５号）により

市長に申請しなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（補助事業の遂行） 

第 15条 施行者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、適切に補助事

業を行わなければならない。 

 

 （中間検査） 

第 16条 市長は、必要と認める場合においては工程を指定し、中間検査を実施することがで

きる。 

２ 市長は、当該耐震改修工事が適切に行われていないと認める場合には、当該耐震改修工

事が適切に行われるよう施行者に指導するものとする。この場合において、施行者が指導

に従わない場合は、補助金交付決定を取り消すことができる。 

 

（実績報告） 

第 17条 施行者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書（様式第６号）及

び関係書類を添えて市長に報告しなければならない。 



 

（補助金の額の確定） 

第 18条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかど

うかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額

確定通知書（様式第８号）により当該施行者に通知しなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第 19条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた施行者は、福岡市会計規則（昭和

39年福岡市規則第20号）による請求書を市長に提出し、補助金交付の請求をするものと

する。 

 

（補助金の交付） 

第 20条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第 21条 市長は、施行者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第18条の補助金の額の確定通知を行った後においても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交付決

定取消通知書（様式第８号）により施行者に対し通知しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 22条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に関

し、すでに補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第９号）により期限

を定めてその返還を命じることができる。 

 

（その他） 

第 23条 補助金の交付に関し必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、福岡市補助金交

付規則（昭和44年福岡市規則第35号）の定めるところによる。 

 

（委任） 

第 24条 この要綱の施行について必要な事項は、住宅都市局長が定める。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（期間） 



２ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表第１（第９条関係） 

補助区分 補助金の交付額 

（Ａ）耐震改修工事 

耐震改修工事に要する経費の２３％に相当する額と延べ面積に

５０，２００円を乗じて得た額の２３％に相当する額のどちらか低

い額の範囲内とする。ただし、１戸につき４０万円を上限とする。 

段

階

的

改

修 

（Ｂ）第１回目 

 第１回目の工事としてピロティ階の耐震改修工事に要する経費

の２３％に相当する額と延べ面積に２５，１００円を乗じて得た額

の２３％に相当する額のどちらか低い額の範囲内とする。ただし、

１戸につき２０万円を上限とする。 

（Ｃ）第２回目 

 第２回目の耐震改修工事に要する経費の２３％に相当する額と

限度額（Ａ）から第１回目の耐震改修工事の補助金（Ｂ）を差し引

いた額のどちらか低い額の範囲内とする。 

 

 



福岡市ブロック塀等除却費補助要綱 

 
（趣旨）  

第１条 この要綱は、道路に接し、倒壊の危険性が高く早急に除却する必要があるブ 

ロック塀等の除却費用の一部を補助することにより、災害時における人身事故の防止 

を図るとともに、避難所への避難路を確保し、もって震災に強い安全・安心のまちづ 

くりを推進することを目的とする。 

  

（定義）  

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める 

ところによる。  

(1)ブロック塀等  

    コンクリートブロック造、石造、れんが造その他の組積造による塀（万年塀 

   及び門柱を除く。）をいう。 

(2)道路   

    建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路及び同法第  

   ４３条第１項ただし書きの規定による許可道路並びに学校保健安全法第２７条の 

規定により学校が定める通学路をいう。 

  (3)避難所  

    福岡市地域防災計画に基づく一時避難所、収容避難所及びその他の避難所をい  

   う。   

(4)施行者  

    ブロック塀等の所有者又は管理者で、第３条第１項に規定するブロック塀等  

   を除却する工事を行うものをいう。  

  

（補助対象工事）  

第３条  補助対象工事は、次の各号の一に該当するブロック塀等を除却する工事とする。 

  (1) 道路に接して設けられている高さが２．２ｍを超えるコンクリートブロック塀 

(2) 道路に接して設けられている高さが１．２ｍを超え、かつ２．２ｍ以下のコン 

クリートブロック塀で、控え壁が有効に設けられていないもの  

 (3) 道路に接して設けられている高さが概ね１ｍ以上のブロック塀で、調査により  

著しいひび割れ又は傾きが認められ、特に危険な状態にあるもの  

(4) 前各号に掲げるもののほか、道路に接して設けられているもので、倒壊等の危険 

性により除却が必要であると市長が認めるもの  

２ 市長は、前項各号に該当するブロック塀等の所有者又は管理者に対して、前項各号  

 に該当すること、改善に関する助言その他必要な事項を通知する。  

  

（補助対象者）  

第４条  補助対象者は、第２条第４号に規定する施行者であって、次の各号に掲げる要 

件を全て満たす者とし、公募により募集する。   

(1) 当該ブロック塀等において、この要綱に基づく補助金（以下「補助金」という。） 

の交付を過去に受けたことがないこと。   

(2) 本市の市税を滞納していないこと。  

２  前項第１号に該当する者については、前項の規定にかかわらず、市長は、施行者に 

特にやむを得ない事情があると認めるときは、当該施行者を補助対象者とすることが 

できる。  



（暴力団の排除）  

第５条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号。次項におい

て「暴排条例」という。）第 6 条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じる

ものとする。  

２  市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次  

 の各号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金 

 を交付しないものとする。   

(1) 暴排条例第 2 条第 2 号に規定する暴力団員   

(2) 法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの   

(3) 暴排条例第 6 条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者  

３ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定  

 の全部又は一部を取り消すことができる。  

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又 

は補助対象者に対し当該申請者又は当該補助対象者（法人であるときは、その役員） 

の氏名（フリガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めること

ができる。  

  

（補助金の交付）  

第６条 市長は、施行者に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することがで 

きる。  

  

（補助金の額）  

第７条 除却するブロック塀等の長さ （単位はメートルとし、１メートル未満の端数

があるときは、これを切り捨てる。）に５，０００円を乗じて得た額と除却に要する

費用の１／２に相当する額のどちらか低い額とする。ただし、補助対象工事１件につ

き１５万円を上限とする。 

２  前項の規定により計算した補助金の額が１，０００円に満たないときは、これを

１， ０００円とし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てるも のとする。  

  

（工事内容の協議）  

第８条 補助金の交付を受けようとする施行者は、ブロック塀等除却工事（以下「補助 

事業」という。）の実施に関する契約を締結する前に、市長と必要な協議を行い、そ の

内容について助言を受けなければならない。  

  

（補助金の交付申請）  

第９条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助金交付申請書（様式第１号）に 

関係書類を添えて市長に補助金の交付の申請をしなければならない。  

  

（補助金の交付決定）  

第 10 条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の 

内容を審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。  

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第２ 

号）により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、 

施行者に通知しなければならない。  

３ 市長は、第１項の規定により交付を決定する場合において必要があるときは、補助 

 



金の交付について条件を付すことができる。  

４ 施行者は、補助金の交付決定の通知を受けたのち、除却工事に着手しなければなら 

ない。  

  

（補助金交付申請の取下げ）  

第 11 条 施行者は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情によ 

り補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、速やかに補助金交付申請取下届 

（様式第４号）により市長に届け出なければならない。  

２ 前項の規定による補助金交付申請取下届の提出があったときは、市長は、当該補助 

金の交付の決定を取り消すものとする。  

  

（補助事業の内容の変更）  

第 12 条 施行者は、第 10 条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情

により補助事業の内容を変更するときは、速やかに補助金交付変更申請書（様式第５

号）により市長に申請しなければならない。  

２ 前２条の規定は、前項の場合に準用する。  

  

（補助事業の遂行）  

第 13 条 施行者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、適切に 

補助事業を行わなければならない。  

  

（実績報告）  

第 14 条 施行者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書（様式第６ 

号）及び関係書類を添えて市長に報告しなければならない。  

  

（補助金の額の確定）  

第 15 条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に係る 

補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するもの 

であるかどうかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確 

定し、補助金額確定通知書（様式第７号）により当該施行者に通知しなければならな 

い。  

２ 市長は、前条の規定による補助金の額の確定を行うために必要と認める場合におい 

ては、現地確認を実施することができる。  

３ 市長は、補助事業が適切に行われていないと認める場合には、補助事業が適切に行 

われるよう施行者に指導するものとする。この場合において、施行者が指導に従わな 

い場合は、補助金交付決定を取り消すことができる。  

  

（補助金の請求）  

第 16 条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた施行者は、福岡市会計規則 

（昭和 39 年福岡市規則第 20 号）による請求書を市長に提出し、補助金交付の請求

をするものとする。  

  

（補助金の交付）  

第 17 条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、補助金を交付するものと 

する。  

  

（交付決定の取消）  



第 18 条 市長は、施行者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交付の 

決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。  

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。  

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。  

２ 前項の規定は、第 15 条の補助金の額の確定通知を行った後においても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは，補助金交   

 付決定取消通知書（様式第８号）により施行者に対し通知しなければならない。  

  

（補助金の返還）  

第 19 条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部 

分に関し、すでに補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第９号） 

により期限を定めてその返還を命じることができる。  

  

（その他）  

第 20 条 補助金の交付に関し必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、福岡市補 

助金交付規則（昭和 44 年福岡市規則第 35 号）の定めるところによる。  

  

（委任）  

第 21 条 この要綱の施行について必要な事項は,住宅都市局長が定める。  

  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成１８年５月１５日から実施する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２０年４月１日から実施する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２４年１２月１日から実施する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

（期間）  

２ この要綱は、平成２８年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続に 

ついては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

   附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

（期間）  

２ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続に 

ついては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

   附 則  

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

（期間）  

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続に 



ついては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

   附 則  

（施行期日等）  

第１条 この要綱は、平成３０年１０月１日から施行し、改正後の要綱（第３条第１項 

第一号及び第二号を除く）の規定は、平成３０年６月１８日から適用する。  

  

（交付決定額の変更等）  

第２条 改正後の要綱の規定の適用においては、改正後の要綱第７条の規定による補助 

金の額と、改正前の要綱第７条の規定による補助金の額に差額が生じる場合に限り、 

次の各号に定めるところによる。  

(1) 市長は、改正前の要綱 10 条第２項の規定に基づく補助金の交付決定を通知した 

場合においては、補助金交付決定変更通知書（附則様式１）により、改正後の要綱

の規定に基づく交付決定額を施行者に通知しなければならない。  

(2) 市長は、改正前の要綱第 15 条第１項の規定に基づく補助金の額の確定の通知を 

行った場合においては、補助確定金額変更通知書（附則様式２）により、改正後の 要

綱の規定に基づく補助確定金額を施行者に通知しなければならない。  

  

（期間）  

第３条 この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継 

続については、その必要性の検証を踏まえた上で，終期到来までに判断するものとす 

る。 

附 則  

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

（期間）  

２ この要綱は、令和３年３月３１日をもって廃止する。なお，終期到来後の継続につ

いては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につ

いては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 



福岡市特定建築物耐震診断費補助要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、特定建築物の耐震診断を実施するにあたり、これに要する費用の一部

を補助することにより、その実施の促進をもって震災に強いまちづくりを目指すことを目

的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)耐震診断 

次号の耐震診断の基準により、建築物の地震に対する安全性を評価することをいう。 

(2)耐震診断の基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第４条第１項の規定

に基づく建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年

国土交通省告示第184 号。以下「方針」という。）とし、方針については次のいずれか

の基準とする。 

ア 方針別添第１二号に規定する基準 

イ 方針別添第１の各号列記以外の部分のただし書の規定に基づく、一般財団法人日

本建築防災協会による「既存鉄骨造建築物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コンクリー

ト造建築物の耐震診断基準」（ただし、第１次診断を除く。）又は「既存鉄骨鉄筋

コンクリート造建築物の耐震診断基準」（ただし、第１次診断を除く。） 

  (3)特定建築物 

災害拠点病院の指定を受けた病院又は救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令

第8号）に基づく救急告示病院 

 (4)施行者 

当該特定建築物の所有者又は管理者で、建築士法（昭和25年法律第202号）の規定

による建築士事務所と契約し耐震診断を行うものをいう。 

 

 （補助対象者） 

第３条 補助対象者は、第２条第４号に規定する施行者であって、次の各号に掲げる要件を

全て満たす者とし、公募により募集する。 

 (1)当該特定建築物について、この要綱に基づく補助金（以下「補助金」という。）の交付

を過去に受けたことがないこと。 

 (2)本市の市税を滞納していないこと。 

２ 前項第１号に該当する者については、前項の規定にかかわらず、市長は、施行者に特に

やむを得ない事情があると認めるときは、当該施行者を補助対象者とすることができる。 

   

（補助金の交付） 

第４条 市長は、施行者に対して、予算の範囲内において、補助金を交付することができる。 

 

（補助対象） 

第５条 補助金の交付の対象は、次に掲げるものとする。 

(1)補助対象特定建築物 

補助金の交付の対象となる特定建築物は、昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得

て建築又は工事に着手した、階数が３以上、延べ面積が１，０００平方メートル以上の

もので、原則として建築基準法（昭和25年法律第201号）及び関係法令の規定に適合

しているものとする。 



(2)交付の対象とする費用 

補助金の交付の対象となる費用は、耐震診断に要する費用のうち補助対象特定建築物

の用に供する部分の耐震診断（以下「補助事業」という。）に要する費用とする。 

 

（暴力団の排除） 

第６条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成22年福岡市条例第30号。次項において「暴

排条例」という。）第6条の規定に基づき，本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交付し

ないものとする。 

 (1)暴排条例第2条第 2号に規定する暴力団員 

 (2)法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

 (3)暴排条例第6条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は，補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，申請者又は補

助対象者に対し当該申請者又は当該補助対象者（法人であるときは、その役員）の氏名（フ

リガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

（補助金の額） 

第７条 補助金の交付の額は、補助事業に要する費用の相当額（次に定める額を限度とする。）

に３分の２を乗じて得た額の１，０００円未満の端数を切り捨てた額以内とする。 

イ 面積１，０００㎡以内の部分は３，６７０円/㎡以内 

ロ 面積１，０００㎡を超えて２，０００㎡以内の部分は１，５７０円/㎡以内 

ハ 面積２，０００㎡を超える部分は１，０５０円/㎡以内 

 

（耐震診断の内容の協議） 

第８条 補助金の交付を受けようとする施行者は、耐震診断の実施に関する契約を締結する

前に、耐震診断について市長と必要な協議を行い、その内容について助言を受けなければ

ならない。 

 

（補助金の交付の申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助金交付申請書（様式第１号）に関係

書類を添えて市長に補助金の交付の申請をしなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第 10条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の内容を

審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、施行者

に通知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により交付決定する場合において必要があるときは、補助金の交

付について条件を付すことができる。 

４ 施行者は、補助金の交付決定の通知を受けたのち、耐震診断に着手しなければならない。 

 

（補助金交付申請の取下げ） 

第 11条 施行者は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により補助

事業を中止し、又は廃止する場合においては、速やかに補助金交付申請取下届（様式第４

号）により市長に届け出なければならない。 



 

２ 前項の規定による補助金交付申請取下届の提出があったときは、市長は、当該補助金の

交付の決定を取り消すものとする。 

 

（補助事業の内容の変更） 

第 12条 施行者は、第10条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により

補助事業の内容を変更するときは、速やかに補助金交付変更申請書（様式第５号）により

市長に申請しなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（補助事業の遂行） 

第 13条 施行者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、適切に補助事

業を行わなければならない。 

 

（実績報告） 

第 14条 施行者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書（様式第６号）及

び関係書類を添えて市長に報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 15条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかど

うかを調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額

確定通知書（様式第７号）により当該施行者に通知しなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第 16条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた施行者は、福岡市会計規則（昭和

39年福岡市規則第20号）による請求書を市長に提出し、補助金交付の請求をするものと

する。 

 

（補助金の交付） 

第 17条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第 18条 市長は、施行者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第15条の補助金の額の確定通知を行った後においても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交付決

定取消通知書（様式第８号）により施行者に対し通知しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 19条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に関

し、すでに補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第９号）により期限

を定めてその返還を命じることができる。 

 

 



（その他） 

第 20条 補助金の交付に関し必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、福岡市補助金交

付規則（昭和44年福岡市規則第35号）の定めるところによる。 

 

（委任） 

第 21条 この要綱の施行について必要な事項は、住宅都市局長が定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年５月１５日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年１２月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



福岡市要緊急安全確認大規模建築物耐震改修工事費補助金交付要綱 

                                  

（通則） 

 第１条 福岡市要緊急安全確認大規模建築物耐震改修工事費補助金（以下「補助金」という。）

の交付については、福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）に定めるも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号。

以下「法」という。）附則第３条における要緊急安全確認大規模建築物の所有者が、耐震

改修を実施するにあたり、これに要する費用の一部を補助することにより、その実施の促

進をもって震災に強いまちづくりを目指すことを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 民間建築物 

昭和５６年５月３１日以前に着工された建築物で、国、地方公共団体、独立行政法人

（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政

法人をいう。）、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）

第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）、その他地方公共団体の設立、出

資等に係る法人の所有するものを除く建築物をいう。 

(2)要緊急安全確認大規模建築物 

法附則第３条第１項に規定する要緊急安全確認大規模建築物をいう。 

(3)耐震診断 

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年国土交通

省告示第１８４号。以下「基本方針」という。）の別添（建築物の耐震診断及び耐震改修

の実施について技術上の指針となるべき事項）第１「建築物の耐震診断の指針」に規定す

る方法により、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（平成７年建設省令第２８

号）第５条第１項各号に掲げる者が行う地震に対する建築物の安全性を評価することをい

う。 

(4)耐震改修 

基本方針の別添第２「建築物の耐震改修の指針」に示す方法により、地震に対する安全

性の向上を目的として実施する補強工事をいう。 

  (5)施行者 

市内に存在する要緊急安全確認大規模建築物のうち民間建築物の所有者又は管理者で、

耐震改修を行うものをいう。 

 

 （補助対象事業及び補助対象建築物） 

第４条 補助金を交付する対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、要緊急安 

全確認大規模建築物について施行者が行う耐震改修とする。 

２ 補助金の交付の対象となる建築物は、次の各号に該当するものとする。 

 (1)耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断されたものであること。 

 (2)耐震改修の結果、地震に対して安全な構造となること。 

 (3)建築基準法令に違反していないもの（耐震関係規定以外の建築基準法令の違反がある建

築物は、違反是正が行われることが確実であると認められるものを含む。）であること。 

   

（補助対象経費） 



第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業

の実施に要する経費のうち、耐震改修に要する費用とする。ただし、対象となる建築物（構

造上、一体となっている部分に限る。）の延べ面積に５１，２００円を乗じた額を限度と

する（免震工法等特殊な工法による場合は、８３，８００円と読み替えるものとする。）。 

 

（補助金の額） 

第６条 耐震改修工事に係る補助金の額は、耐震改修に要する費用（以下「耐震改修工事費」

という。）の２３％に相当する額で１，０００円未満の端数を切り捨てた額以内とし、予

算の範囲内で市長が決定し交付する。 

  

（補助対象者） 

第７条 この要綱に基づき、補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）

は、第３条第３号に規定する施行者であって、次の各号のいずれにも該当する者とし、公

募により募集する。 

 (1)当該建築物について、この要綱に基づく補助金を過去に受けたことがないこと。 

 (2)建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)及び関係法令の規定に適合している建築物に

ついて行う者であること。 

 (3)本市の市税を滞納していないこと。 

 

（暴力団の排除） 

第８条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０号。次項において「暴

排条例」という。）第６条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交付し

ないものとする。 

 (1)暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

 (2)法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

 (3)暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は補

助対象者に対し当該申請者又は当該補助対象者（法人であるときは、その役員）の氏名（フ

リガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

（耐震改修工事の内容の協議） 

第９条 補助金の交付を受けようとする施行者は、耐震改修工事の実施に関する契約を締結

する前に、耐震改修工事について市長と必要な協議を行い、その内容について助言を受け

なければならない。 

 

（補助金の交付の申請） 

第 10条 補助金の交付を受けようとする施行者は、補助金交付申請書（様式第１号）に関係

書類を添えて市長に補助金の交付の申請をしなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第 11条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、当該申請の内容を

審査し、交付又は不交付を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、不交付を決定したときは補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、施行者



に通知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により交付決定する場合において必要があるときは、補助金の交

付について条件を付すことができる。 

４ 施行者は、補助金の交付決定の通知を受けたのち、耐震改修工事に着手しなければなら

ない。 

 

（補助金交付申請の取下げ） 

第 12条 施行者は、前条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により補助

事業を中止し、又は廃止する場合においては、速やかに補助金交付申請取下届（様式第４

号）により市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による補助金交付申請取下届の提出があったときは、市長は、当該補助金の

交付の決定を取り消すものとする。 

 

（補助事業の内容の変更） 

第 13条 施行者は、第１１条の規定による補助金交付決定の通知を受けたのち、事情により

補助事業の内容を変更するときは、速やかに補助金交付変更申請書（様式第５号）により

市長に申請しなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（補助金の部分払） 

第 14条 施行者は，補助金の部分払を受けようとするときは、部分払申請書（様式第６号）

に関係書類を添えて，市長に請求しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による請求があった場合においては，その内容を精査し，適当と認

める場合，補助対象事業の全部又は一部について部分払をするものとする。 

 

（補助事業の遂行） 

第 15条 施行者は、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、適切に補助事

業を行わなければならない。 

 

 （中間検査） 

第 16条 市長は、必要と認める場合においては工程を指定し、中間検査を実施することがで

きる。 

２ 市長は、当該耐震改修工事が適切に行われていないと認める場合には、当該耐震改修工

事が適切に行われるよう施行者に指導するものとする。この場合において、施行者が指導に

従わない場合は、補助金交付決定を取り消すことができる。 

 

（実績報告） 

第 17条 施行者は、補助事業が完了したときは、速やかに完了実績報告書（様式第７号）及

び関係書類を添えて市長に報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 18条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうか

を調査確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通

知書（様式第８号）により当該施行者に通知しなければならない。 

（補助金の請求） 

第 19条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた施行者は、福岡市会計規則（昭和



39 年福岡市規則第20号）による請求書を市長に提出し、補助金交付の請求をするものとす

る。 

 

（補助金の交付） 

第 20条 市長は、補助金交付請求書の提出があったときは、補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消） 

第 21条 市長は、施行者が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第１８条の補助金の額の確定通知を行った後においても同様とする。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交付決

定取消通知書（様式第９号）により施行者に対し通知しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 22条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に関

し、すでに補助金が交付されているときは、補助金返還命令書（様式第１０号）により期限

を定めてその返還を命じることができる。 

 

（委任） 

第 23条 この要綱の施行について必要な事項は、住宅都市局長が定める。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（期間） 

２ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３１年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続につい

ては、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続について

は、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断するものとする。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 


	１mokutate-youkou
	２mokukai-youkou
	３kyoudousindan-youkou
	４kyokai-youkou
	５burokku-youkou
	６byouin-youkou
	７youkinkyu-youkou

